



















































































だが、当時の行訴法 9条（現行法 9条 1項）にいう「法律上の利益」の解釈
上は、どちらも個別具体性がないとして訴えを却下された。この問題について
は、あちこちに書いた判例評釈のほか、「環境行政訴訟における原告適格論の
再検討」（山梨学院大学『法学論集』54号2005年）、「環境行政訴訟の原告適格
再論－2004年行訴訟改正は不十分である」（本誌 6号2011年）で細かく論じて
いる。
後者では、最終的に利害関係者の手続的参加権のような構成が手掛かりにな
るのではないかという提言をしているが、それで問題が解決するかどうかなお
自信がない。
ただし、この訴訟のなかであれこれと工夫をした原告適格論については、法
科大学院の行政法の講義はもちろん、さまざまな形で答案練習の問題に組み込
んで学生諸君を鍛えた記憶がある。この訴訟から学んだことは本当に多かった
と思う。
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